
社会福祉法人水俣市社会福祉協議会訪問入浴介護事業所 

高齢者虐待防止のための指針 

 

１ 事業所における高齢者虐待防止に関する基本的な考え方                                                                                                                                                                                                                                                               

社会福祉法人水俣市社会福祉協議会訪問入浴介護事業所（以下「事業所」とい

う。）は、高齢者虐待が高齢者の尊厳を著しく侵害し、高齢者の権利利益を損な

う重大な問題であることを認識し、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律」の理念に基づき、高齢者虐待の防止及び早期発見・早期

対応に努めるものとする。 

また、利用者一人ひとりの人格と意思を尊重し、安全で安心なサービスを提供す

るため、全職員が高齢者虐待の防止に取り組むものとする。 

 

２ 虐待の定義 

本指針における虐待とは、次に掲げる行為をいう。 

（１）身体的虐待 

利用者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

（２）介護・世話の放棄・放任（ネグレクト） 

必要な介護や世話を著しく怠り、利用者の生活環境や身体・精神状態を悪

化させること。 

（３）心理的虐待 

利用者に対する著しい暴言、威圧的な言動、無視等により精神的苦痛を与

えること。 

（４）性的虐待 

利用者に対するわいせつな行為又は利用者にわいせつな行為をさせること。 

（５）経済的虐待 

利用者の財産を不当に処分すること又は利用者から不当に財産上の利益を

得ること。 

 

３ 虐待防止検討委員会に関する事項 

事業所は高齢者虐待防止を推進するため、虐待防止検討委員会を設置する。 

（１）委員会の構成 

委員長 管理者 

委 員 主任職員（看護職員） 

介護職員代表 

その他管理者が必要と認める者 

（２）開催 

委員会は年１回以上開催するとともに、必要に応じて随時開催する。 



（３）協議事項 

 虐待防止のための指針の整備及び見直し 

 虐待防止に関する研修計画の策定 

 虐待事案発生時の検証及び再発防止策の検討 

 ヒヤリハット及び苦情等の分析 

 虐待防止に関する職員への周知 

 その他虐待防止に関する事項 

 

４ 虐待防止に関する責任者の設置 

（１）事業所は虐待防止の推進を図るため、虐待防止責任者を置く。 

虐待防止責任者 管理者 

（２）責任者は次の業務を行う。 

 虐待防止に関する体制整備 

 職員研修の企画及び実施 

 虐待等の相談受付 

 虐待事案発生時の対応及び関係機関との連携 

 再発防止策の実施及び評価 

 

５ 職員研修に関する基本方針 

事業所は職員に対し、高齢者虐待防止に関する研修を実施する。 

（１）実施時期 

年２回以上の定期研修 

新規採用職員研修 

必要に応じた随時研修 

（２）研修内容 

 高齢者虐待防止法の理解 

 虐待の種類と具体例 

 虐待の早期発見と対応方法 

 身体拘束等の適正化 

 権利擁護及び利用者尊重 

 苦情対応と事故防止 

 ストレスマネジメント 

（３）記録 

研修実施後は日時、参加者、内容等を記録し保存する。 

 

６ 虐待等が発生した場合の対応方法 

職員は虐待又は虐待が疑われる事案を発見した場合、速やかに虐待防止責任者へ

報告する。 

 

責任者は事実確認を行い、必要に応じて次の対応を行う。 



（１）利用者の安全確保 

（２）関係職員からの聞き取り 

（３）家族への説明 

（４）市町村への報告 

（５）関係機関との連携 

（６）再発防止策の検討及び実施 

（７）虐待が確認された場合は、法令に基づき適切に通報・報告を行う。 

 

７ 虐待等に係る相談・苦情体制 

（１）利用者及び家族からの相談や苦情については、速やかかつ適切に対応する。 

【相談窓口】 

担当者：主任職員 

責任者：管理者 

受付方法：面談、電話、文書、その他適切な方法 

 

（２）相談内容については記録し、個人情報保護に十分配慮する。 

 

８ 成年後見制度の利用支援 

利用者又は家族から成年後見制度の利用に関する相談があった場合は、市町、地

域包括支援センター等の関係機関と連携し、制度利用に必要な支援を行う。 

 

９ 利用者等に対する指針の閲覧 

本指針は、事業所内への掲示及び重要事項説明書への記載、又は事業所ホームペ

ージへの掲載等により、利用者及び家族がいつでも閲覧できるものとする。 

 

１０ その他虐待防止の推進のために必要な事項 
本指針に定めるもののほか、虐待防止の推進に必要な事項については、関係法令

及び通知等に基づき適切に対応する。 

 

附則 

この指針は令和６年４月１日から施行する。 


